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１．報酬の有無に関わらず届出が必要 

  ・無届の兼業や報酬に関する虚偽申請等が判明した 

   場合は懲戒処分等の対象となる。 

   

２．本務に支障が生じない範囲で行うこと 

  ・届出を行っている兼業であっても、当該兼業により、 

   学長が本務に支障が生じていると判断する場合には、 

   兼業許可の取消や評価、賞与、昇給等に影響する場合 

   がある。 

   

３．兼業報酬額の総額 

  ・兼業に従事することにより受ける１年の報酬の総額は、 

   原則として、当該期間の職員の給与総額を超えてはなら 

   ない。 

 
 

１‐１．兼業の制限①（システム導入後も変更無し） 
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４．週当たりに兼業に従事できる時間数 

  ・平日８時間以内，土日８時間以内 

   ※上記時間数には、下記の当直、国の兼業、短期間兼業に係る時間数は含まない。  

  

５．月当たりに従事できる当直回数 

  ・月４回以内 

    

６．兼業日の取扱い 

  ・職員は所定労働時間外（年休を取得した場合を含む。） 

   に限り、兼業に従事することができる。 

  ・報酬の有無にかかわらず、兼業を行う日に大学に 

   全く出勤しない場合は、裁量労働制適用の教員で 

   あっても、年次有給休暇の申請をしない限り、 

   「欠勤」として扱う。 
   

１‐２．兼業の制限②（システム導入後も変更無し） 
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（１）営利企業の役員の兼業 

  ①兼業例：技術移転事業者の役員等／研究成果活用企業   

       の役員等／株式会社の監査役や発起人 etc.                                                                                

  ②提出書類：申請書、企業定款・組織図・営業報告書 etc. 

  ③兼業審査委員会審議：必要 

 

 
（２）自営兼業 

  ①兼業例：自己の不動産又は駐車場の賃貸 etc.                                                                                

  ②提出書類：申請書、不動産登記簿謄本、賃貸契約書 etc 

  ③兼業審査委員会審議：必要 

 
 ※兼業審査委員会の承認、学長の許可後は人事課にて 

  当該兼業のデータ入力を行う。  

 
                                                         
 

１‐３．システム導入後も紙媒体申請の兼業 
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１．短期間（年間に従事する日数が３日以内）の兼業等 

  ・導入前：翌年度に紙媒体・Exelデータを人事課に提出 

  ・導入後：平成30年度実施分より、逐次、兼業システム 

       にて報告 
   

  ※H29.1.1～H30.3.31に実施した短期間兼業等については、 

   従前どおり、紙媒体・Excelデータを人事課に提出 

   （平成30年4月に人事課より依頼予定） 

 

 

 

 
   

                                                  

 
 

２ ‐１ ．兼業システム導入に伴う注意点① 

短期兼業等実施時期 報告時期 報告方法 備考 

H29.1.1-H30.3.31 H30.4-5 紙媒体・データ提出 H30.4依頼予定 

H30.4.1以降 逐次報告 システム入力 
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２．仮IDの発行について 
 ・採用前（統合ID発行前）に兼業システムを利用する場合、 

  「仮ＩＤの発行」が必要 

  仮ＩＤ発行申請書に必要事項を記載し、担当係まで送付 

  本ＩＤ（統合ＩＤ）発行後は仮ＩＤは使用不能となる。 

  （仮ＩＤで登録した兼業情報は本ＩＤ上に統合される） 

   

 

 

 

 

 

 

 
                                                        

 
 

２ ‐２．兼業システム導入に伴う注意点② 

【運用方法】

仮ＩＤ発行を希望する
職員

人事課
労務・システム管理係

①仮ID発行依頼書の提出（Emailにて依頼）

②仮ID及びパスワードの発行（Emailにて通知）

③発行された仮IDを使用して、兼業システムへ
入力
※本ＩＤ（統合ID）が発行後の使用はできません

兼業システム
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【参考①】仮ID発行依頼書 

兼業システム仮ＩＤ発行依頼書のダウンロードについては、 

本学HPよりダウンロードしてください。 

 

東京医科歯科大学ＨＰ→企業・研究機関の方→兼業申請 

（http://www.tmd.ac.jp/for-business/kengyo/index.html） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.tmd.ac.jp/for-business/kengyo/index.html
http://www.tmd.ac.jp/for-business/kengyo/index.html
http://www.tmd.ac.jp/for-business/kengyo/index.html
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【参考②】仮ID発行依頼書入力内容 

　

所属

職名

氏名

フリガナ

生年月日

電話番号（内線可）

Email

【兼業システム仮ID発行依頼書提出先】
　 担当係：人事課労務・システム管理係 　　　/　　 　　　/　　 　　　/　　 　　　/　　

Email ：jinjisoumu-roumu.adm@cmn.tmd.ac.jp
内　線 ：4663

※仮ＩＤ及びパスワード発行後、依頼者にメールで連絡すること

受付番号：

兼業システム仮ID発行依頼書

依頼者情報

依頼日

対応年月日

仮ID

パスワード

統合ID発行後

移行処理完了日
（対応日）　　　月　　　　　日　　　　　　　　　

人事課確認欄
課長印 副課長印 係長印 担当者印

(以下、人事課記載)

採用予定の所属をご記載ください。

EX)大学院医歯学総合研究科○○学分野

○○部附属病院○○外来

採用（予定）職種をご記載ください。

EX)教授、准教授、講師、助教、医員…etc

仮ＩＤの発行の連絡はEmailにてお知らせいたしますので、必ず連

絡が取れるEmailアドレスをご記載ください。

上記の項目に全てご記載いただいた後、下記担当係までメールに

て本依頼書を送付してください。

注：メールの件名を「【兼業システム仮ID発行依頼】」として

YYYY/MM/DD形式でご記載ください。

EX）1950/01/01
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Ｑ１．平成30年度実施の兼業からは、原則システム申請との 

   ことだが、既に兼業依頼元企業から依頼状を受領して 

   いる場合、改めて企業にシステム申請を依頼するのか？ 

 
Ａ１．企業への改めての依頼は不要です。 

    本年度は移行期となりますので、既に兼業依頼元企業 

   から依頼状を受領している兼業については、従来どおり 

   紙媒体の必要書類を人事課に提出していただければ、 

   人事課にてシステムへの入力作業を行います。 

    本日以降に企業から依頼がある場合には、兼業システ 

   ムへの申請をご案内いただきますようお願い致します。 

 
   ※平成30年１月下旬に直近３年間に兼業依頼のあった 

    製薬会社、医療機器メーカー等８０社については、 

    兼業システムの導入について、通知を行っている。 

３．Ｑ＆Ａ（現在までにいただいている問合せに係る対応） 
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Ｑ２．過去に平成30年度以降も含めた複数年の長期兼業申請 

  をしている場合、改めてシステムに申請をする必要がある 

  のか？ 

 
Ａ２．必要ありません。過去に申請いただいた兼業については、 

  人事課でデータ以降行うこととしています。  

   ただし、申請済の兼業に変更（報酬額、従事時間等）が 

  有る場合にはシステムにて変更申請する必要があります。 

Ｑ３．教授秘書や医局秘書などが教員の代わりにシステム上 

  で代理申請する場合 は、当該教員の統合IDでシステムに 

  ログインする必要があるのか？ 

 
Ａ３．教員（申請者）がシステム上で代理申請する秘書等  

  （代理者）を指定することで、代理者は自身の統合ＩＤ 

  でログインした際に申請者の兼業申請画面に入り、代理 

  として兼業申請することが可能となります。 


